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2決算概要（連結・個別）

（単位：億円）

連結 個別 連単倍率

2015-2Q

累計
2014-2Q

累計
増減

2015-2Q

累計
2014-2Q

累計
増減

2015-2Q

累計
2014-2Q

累計

売上高 16,407 16,776
△369

（△2.2%）
14,607 15,048

△441

（△2.9%）
1.12 1.11

営業損益 1,757 42
＋1,715

（－）
1,531 △169

＋1,701

（－）
1.15 －

経常損益 1,671 18
＋1,653

（－）
1,528 △117

＋1,645

（－）
1.09 －

四半期純損益※ 1,125 26
＋1,098

（－）
1,051 △41

＋1,092

（－）
1.07 －

（単位：億円）
連結 個別

2015/9末 2015/3末 増減 2015/9末 2015/3末 増減

総資産 74,778 77,433
△2,655

（△3.4%）
65,069 67,689

△2,619

（△3.9%）

有利子負債 41,066 43,152
△2,085

（△4.8%）
36,539 38,752

△2,212

（△5.7%）

自己資本比率 15.6% 13.4% ＋2.2% 11.3% 9.4% ＋1.9%

※連結の四半期純損益は親会社株主に帰属する四半期純損益を指す。
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2015-2Q

累計
2014-2Q

累計
増減

販売電力量（億kWh）
（対前年同期比、％）

647 668 △21

電灯 209 211 △2

電力 438 457 △20

原子力利用率（％） 0.0 0.0 0

出水率（％） 109.5 93.4 +16.1

全日本原油ＣＩＦ価格（$／ｂ） 58.9 109.5 △50.6

為替レート(ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ)（円／$） 122 103 +19

金利（長期プライムレート）（％） 1.14 1.18 △0.04

（96.8）

（99.1）

（95.7）

（95.2）

（92.8）

（96.4）

主要データ（個別）
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販売電力量の状況

（見通し）
対前年比0.9％減の1,332億kWh程度と想定し
ております。

第1Q累計 7月 8月 9月 第2Q累計
9,946 3,108 4,379 3,448 20,881
(99.0) (97.7) (102.0) (97.1) (99.1)
987 394 612 461 2,453

(103.1) (93.9) (100.3) (95.1) (99.3)
173 45 46 39 302

(91.8) (91.7) (92.2) (95.2) (92.3)
1,160 438 657 500 2,756
(101.3) (93.7) (99.7) (95.1) (98.5)

11,105 3,546 5,037 3,949 23,637
(99.3) (97.2) (101.7) (96.9) (99.0)

19,555 7,179 7,385 6,909 41,028
(95.9) (94.9) (96.2) (94.6) (95.6)

30,660 10,726 12,422 10,858 64,665
(97.1) (95.7) (98.4) (95.4) (96.8)

7,026 2,662 3,020 2,716 15,423
(97.0) (93.1) (95.6) (94.0) (95.5)

12,529 4,518 4,365 4,193 25,605
(95.3) (96.0) (96.7) (95.0) (95.6)

特
定
規
模
需
要
以
外

電
　
　
力

電灯電力計

合                 計

電　　　　灯

業務用

産業用・その他

特
定
規
模

内
訳
再
掲

特 定 規 模 需 要

低　圧

その他

計

（単位：百万kWh,%）

＊（ ）内の数値は対前年比の％

（単位：億kWh）
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１Ｑ（実績） ２Ｑ累計（実績） 通期（見通し）

307

（実績）

節電・省エネルギーへのご協力をいただいたこと
などから、総販売電力量は、646億7千万kWhと
前年同期に比べて3.2％減少しました。

647

【対前年同期比較】 【販売電力量の実績・見通し】

1,332
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(単位：億円）
2015-2Q

累計
2014-2Q

累計 増減 増減説明

経常収益合計 14,854 15,373 △519

（売上高再掲） （14,607） （15,048） （△441）

電灯電力料収入 13,202 13,810 △607

その他 1,651 1,563 ＋88

経常費用合計 13,326 15,491 △2,165

人件費 1,131 1,094 ＋36

燃料費 3,683 5,664 △1,980 火力燃料費 △1,980

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 182 206 △24

修繕費 718 737 △19

公租公課 742 746 △4

減価償却費 1,390 1,461 △70

購入電力料 2,665 3,098 △433 地帯間 △224、他社 △209

支払利息 239 256 △17

その他 2,572 2,225 ＋347 再エネ納付金 ＋409

経常損益 1,528 △117 ＋1,645

・販売電力量の減少による減 △430
・燃料費調整額による減 △1,070
・料金改定による増 ＋490
・再エネ賦課金による増 ＋409

経常収益・費用増減（個別）

四半期純損益 1,051 △41 ＋1,092

・販売電力量の減 △290 
・出水率の上昇 △150

・燃料価格の変動 △1,980
・油種構成改善 △190
・円安 ＋530

・購入電力量減等 ＋100
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貸借対照表の増減（個別）

（単位：億円） 2015/9末 2015/3末 増減 増減説明

資 産 65,069 67,689 △2,619

現金・預金の減 △1,756

設備投資による増 ＋951

減価償却による減 △1,401

負 債 57,701 61,300 △3,599
有利子負債の減 △2,212

未払金・未払費用等の減 △1,690

純資産 7,368 6,388 ＋979 四半期純利益 ＋1,051
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貸借対照表の増減（連結）
（単位：億円） 2015/9末 2015/3末 増減 増減説明

資 産 74,778 77,433 △2,655
設備投資による増 ＋1,583、減価償却による減 △1,823

現金・預金の減 △2,021

負 債 62,875 66,831 △3,956 有利子負債の減 △2,085、支払手形及び買掛金等 △1,896

純資産 11,903 10,602 ＋1,300 四半期純利益※ ＋1,125、評価・換算差額等 ＋175

経常収益・費用増減（連結）

(単位：億円）
2015-2Q

累計
2014-2Q

累計
増減 増減説明

経常収益合計 16,599 17,080 △481

（売上高再掲） （16,407） （16,776） （△369）

電気事業営業収益 14,227 14,591 △364 電灯電力料収入 △607、再エネ交付金 ＋179

その他事業営業収益 2,179 2,185 △5

営業外収益 192 303 △111 有価証券売却益 △110

経常費用合計 14,928 17,062 △2,134

電気事業営業費用 12,780 14,792 △2,011 燃料費 △1,980

その他事業営業費用 1,868 1,941 △72

営業外費用 278 328 △49

経常損益 1,671 18 ＋1,653

四半期純損益※ 1,125 26 ＋1,098

包括利益 1,303 17 ＋1,285

※連結の四半期純損益は親会社株主に帰属する四半期純損益を指す。
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キャッシュ・フロ－の増減（連結）

（単位：億円）
2015-2Q

累計
2014-2Q

累計
増減 増減説明

営業活動ＣＦ 2,235 1,336 ＋899
火力燃料代の支出減 ＋2,099

電灯電力料の収入減 △464

投資活動ＣＦ △2,162 △1,563 △598
投融資の回収による収入減 △263

固定資産取得による支出増 △226

（ＦＣＦ） （73） （△227） （＋300）

財務活動ＣＦ △2,116 △197 △1,919
有利子負債削減による支出増 △1,920

（2014-2Q：△170 → 2015-2Q：△2,090）
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セグメント別決算概要

＊（ ）内は対前年同期差を表す。

（単位：億円）

報告セグメント

その他 合計 調整額 連結ベース
電気事業

情報通信
事業

売上高
14,280

（△364）

1,047

（＋22）

2,454

（△83）

17,782

（△425）

△1,374

（＋55）

16,407

（△369）

外販売上高
14,227

（△364）

851

（＋8）

1,328

（△13）

16,407

（△369）
－

16,407

（△369）

営業損益
1,462

（＋1,652）

102

（＋4）

173

（＋45）

1,738

（＋1,702）

19

（＋12）

1,757

（＋1,715）
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2015年度 通期業績予想（連結・個別）

＜配当予想＞

＜業績予想＞

通期業績予想につきましては、供給力の見通しが不透明であり、また、下期の販売電力
量に及ぼす節電等の影響が見通せないことなどから、一定の前提を置いて業績を想定す
ることができないため未定としておりましたが、最近の需給状況等を踏まえ、売上高を算定
しましたのでお知らせします。
通期の利益予想につきましては、供給力の見通しが不透明であることなどから、現時点では一定

の前提を置いて業績を想定することができないため、引き続き未定とさせていただきます。今後、業
績予想の算定が可能となった時点において、速やかに開示いたします。

期末配当予想につきましては、通期の業績予想が依然として見通せない状況であることから、引き
続き未定とさせていただきます。
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（単位：億円）
連結 個別

2015予想 2014実績 増減 2015予想 2014実績 増減

売上高 33,600 34,060 △460 29,800 30,324 △524

営業損益 － △786 － － △1,308 －

経常損益 － △1,130 － － △1,596 －

当期純損益※ － △1,483 － － △1,767 －

（単位：億円） 2015予想 2014実績

原子力利用率 ：１％ － 119

出水率 ：１％ － 19

全日本原油ＣＩＦ価格 ：１$/ｂ － 106

為替レート ：１円/$ － 122

金利 ：１％ － 57

＜主要データ＞ ＜影響額＞

（－）

（－）

（－）

2015年度 通期業績予想（対前年度実績）

2015予想 2014実績

販売電力量（億kWh） 1,332 1,345

電灯 462 459

電力 870 886

原子力利用率（％） － 0.0

出水率（％） － 104.2

全日本原油ＣＩＦ価格（$/ｂ） 56程度 90.4

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$） 121程度 110

金利（長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ）（％） － 1.15

（－）

（－）

（－）

（△1.7%）（△1.4%）

※連結の当期純損益は親会社株主に帰属する当期純損益を指す。

(※)

（※）2014年度の原子力利用率1％影響額は、美浜1,2号機廃炉前の
発電電力量を基に算定。

上記の｢影響額｣については、一定の前提に基づき算定した理論値
であり、前提諸元が急激かつ大幅に変動する場合等には、上記の
影響額により 算出される変動影響が実際の費用変動と乖離する場
合があります。



12

グループ事業の決算概要



13グループ事業の決算概要

※１ 本表の数値は、原則、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績を単純合計した数値である。

※２ 附帯事業（ガス事業、燃料販売事業、蒸気供給事業の一部）を含む。関西電力電気事業を含まない。

（経常損益は持分法適用会社の持分相当額を算入）

（単位：億円）
2015-

2Q

2014-

2Q
増減 増減説明

グループ事業

全体 ※１

外販売上高 2,167 2,173 △5

経常損益 315 261 +53

総合

エネルギー ※２

外販売上高 492 535 △42 ・ガス販売単価、数量の減

・ガス原料費用の減経常損益 102 40 +61

情報通信

外販売上高 851 843 +8
・ＦＴＴＨ顧客の増

・ＭＶＮＯ顧客の増
経常損益 91 84 +7

生活アメニティ
外販売上高 432 379 +52

・住宅分譲戸数の増

経常損益 64 48 +16

その他
外販売上高 390 415 △24

・工事受注の減

経常損益 56 88 △31



14グループ事業の通期収支見通し

（単位：億円）
2015予想

（現時点）

2015予想

（7月公表）
増減 増減説明

グループ事業

全体 ※１

外販売上高 4,480 － － グループ事業全体及びその他
についての経常損益は未定とし
ております。経常損益 － － －

総合

エネルギー ※２

外販売上高 950 990 △40 ・ガス販売単価、数量の減

・ガス原料費用の減経常損益 150 120 +30

情報通信
外販売上高 1,750 1,750 －

経常損益 120 120 －

生活アメニティ
外販売上高 950 950 －

経常損益 80 80 －

その他
外販売上高 830 － －

経常損益 － － －

（経常損益は持分法適用会社の持分相当額を算入）
※１ 本表の数値は、原則、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社計画及び実績を単純合計した数値である。

※２ 附帯事業（ガス事業、燃料販売事業、蒸気供給事業の一部）を含む。関西電力電気事業を含まない。
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参考資料
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（単位：億円） 実績 7月公表 増減 増減説明

売上高 14,607 14,900 △292 ・販売電力量の減 △370

経常損益 1,528 1,300 +228

・販売電力量の減

・出水率上昇

・購入電力量の減

・その他需給収支変動（為替燃料価格の変動等）

・その他支出の減

△180

＋20

＋50

＋270

＋68

四半期純損益 1,051 900 +151

経常損益の変動要因（対前回公表）

2015年度 第２四半期累計実績対業績予想の増減説明（個別）

+228億円

売上高の減△370
燃料費の減＋190

購入電力量の減

実績

＋50 その他需給収支変動
（為替燃料価格の変動等）

＋270

販売電力量の減

その他支出の減

1,528

△180

＋20
出水率上昇

1,300

7月公表

＋68
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燃料費調整制度のタイムラグ

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

４月 １０月

タイムラグなし
燃料費調整単価

１０月

2015.4～9

（円）

燃料費調整単価

2015.2Q累計
燃調制度のタイムラグ

による増益効果
約＋680億円

・燃料費調整制度とは、為替レートや燃料の市況価格の変動による火力燃料費への影響を電気料
金に反映させる制度である。

・各月の燃料価格の変動は３～５ヶ月遅れで燃料費調整単価に反映される。そのため、燃料費と燃
料調整単価の反映のタイミングにずれ（タイムラグ）が生じ、一時的な利益の増減要因となりうる。
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火力発電の競争力強化

姫路第二発電所 相生発電所１、３号機 赤穂発電所１、２号機

設備更新前 設備更新後 設備改造前 設備改造後 設備改造前 設備改造後

取組概要
コンバインドサイクル方式への

設備更新
石油火力発電所における

ＬＮＧ利用
石油火力発電所における

石炭への設備改造

発電所出力
255万kW

(25～60万kW×6)
291.9万kW

(48.65万kW×6)
75万kW

(37.5万kW×2)
75万kW

（37.5万kW×2）
120万kW

(60万kW×2)
120万kW

（60万kW×2）

使用燃料 ＬＮＧ 重油、原油
重油、原油

ＬＮＧ
重油、原油 石炭

運転開始
♯1：1963/10

～
♯6：1973/11

♯1：2013/8
～

♯6：2015/3

♯1：1982/09
♯3：1983/01

2016年度
(予定)

♯1：1987/09
♯2：1987/12

2020年度
(予定)

※応急対策工事後は圧力プレートの設置により、276万ｋＷ(46万ｋＷ×６台)となっている。

※
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各事業における販売状況等

2015年3月末 2015年9月末
2016年3月末

（見通し）

情報通信 ＦＴＴＨサービス 152.8万件 156.0万件 156.6万件

2014-2Q累計 2015-2Q累計
2015

（見通し）

総合

ｴﾈﾙｷﾞｰ

ガス・重油販売量

（ＬＮＧ換算）
38万トン 35万トン 75万トン
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有利子負債の状況（個別）

（単位：億円） 2015年9月末 2015年3月末 増減

社 債 14,226 15,326
△1,099

（＋500、△1,600）

借入金 22,313 23,426
△1,113

（＋1,770、△2,883）

長期借入金 21,013 21,426
△413

（＋470、△883）

短期借入金 1,300 2,000
△700

（＋1,300、△2,000）

Ｃ Ｐ － －
－

（＋1,490、△1,490）

有利子負債 36,539 38,752 △2,212

期末利率（％） 1.26 1.27 △0.01

※（ ）内の、＋は新規調達、△は償還、返済
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再生可能エネルギー固定価格買取制度の仕組み

電力会社 お客さま再生可能
エネルギー
発電事業者

費用負担調整機関

電力購入 電力販売

再エネ賦課金
（電灯電力料）

※再エネ買取費用相当
（購入電力料）

559億円
（＋179億円）

※再生可能エネルギー買取費用から回避可能費用等を差引した額
※金額は2015-2Q累計実績（対前年同期比増減）

再エネ納付金
（その他費用）再エネ交付金

（電気事業営業収益）

808億円
（+409億円）
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決算関係データ集（１）
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決算関係データ集（２）
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決算関係データ集（３）
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決算関係データ集（４）
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決算関係データ集（５）
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ご質問・お問い合わせ等は、下記までお願いします。

担 当： ＩＲチーム 菊岡、川崎、田中

電話番号：０６－７５０１－０３１５
０５０－７１０４－１８１８（菊岡）
０５０－７１０４－１８１２（川崎）
０５０－７１０４－１７８１（田中）

Ｆ Ａ Ｘ：０６－６４４１－０５６９

e – mail：kikuoka.masafumi@b2.*****.co.jp（菊岡）

kawasaki.katsuhiko@b4.*****.co.jp（川崎）
tanaka.haruki@c3.*****.co.jp（田中）

「*****」には「kepco」と記入してください。

本資料に記載されている当社の業績予想および将来予測は、現時点で入手可能な情

報に基づき、当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果と

なる可能性もあることをご承知おき下さい。


